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１．日本の近代土木を築いた人々、大成建設株式会社、2001年
1) 井上 勝
2) 田辺 朔郎
3) 古市 公威
4) 沖野 忠雄

5) 廣井 勇
監修：高橋裕・清水慶一
監督：田部純正

２．民衆のために生きた土木技術者たち、大成建設株式会社、2005年

1) 青山 士
2) 宮本 武之輔
3) 八田 與一
監修：高橋裕
監督：田部純正



廣井勇博士（1862-1928）
札幌農学校1882年卒業

（内村鑑三、新渡戸稲造と同期）
米国留学後 札幌農学校教授

小樽築港事務所長
東京帝国大学教授

廣井勇博士胸像
小樽運河公園



小樽港北防波堤：1897年～1908年
斜め積みブロック工法



19世紀後半のコンクリート技術はまだ
未熟な状態だった。
廣井博士は、繰り返し配合試験や実
験を行い、適正なコンクリート配合を
定めた。小樽港北防波堤施工の11年
間にわたり、６万個のコンクリートテス
トピースを作り、その品質の確認を
行った。既にその品質確認作業は終
わっているが、テストピースの一部
は、現在でも数多く残っている。

横浜港における当初の失敗

コンクリートテストピース



青山士（あきら）技師（1876-1963）
東京帝国大学土木工学科1903年卒業

同年渡米しパナマ運河工事に従事
（1904年－1911年）唯一の日本人技師
1912年：内務省入省（荒川改修工事）
1927年：内務省新潟土木事務所長

1934年：内務技監、1935年：土木学会長



パナマ運河

大西洋

太平洋

7



パナマ運河 縦断面略図

80 Km (50 マイル)

運河通航時間 ： 平均 10-11 時間

運河通航時間（待ち時間含み） ： 平均 24-26 時間





越後平野を洪水から守る
大河津分水



大河津分水

1896年7月：横田切れ
18,000haが洪水で水没

1909年：工事再開
1922年8月：完成

http://www.google.co.jp/url?sa=i&source=images&cd=&cad=rja&docid=Zo_tgA10P824tM&tbnid=c6IKcf1S96tyKM:&ved=0CAgQjRwwAA&url=http%3A%2F%2Fwww.buildupper.com%2Fworks%2Fcivil9%2F&ei=KckWUeiYMoaKkwXI2YDIAQ&psig=AFQjCNGr40dBY2zpuV0Hx4FZvbGnNayqGQ&ust=1360534185851516


完成した自在堰（1922年8月）：分水側

1927年6月：
自在堰崩壊



1931年6月：復旧工事完成
内務省新潟土木出張所長

青山 士（あきら）技師
工事主任 宮本武之輔博士

宮本武之輔博士（1892-1941）
東京帝国大学土木工学科1917年卒業
（1904年－1911年）唯一の日本人技師

1917年：内務省入省（利根川第二改修事務所）
１923-1925：欧米視察

1925年：内務省信濃川補修事務所
1927年：内務省大河津分水復旧工事主任

1938年：興亜院技術部長、1941年：興亜院次長
東京帝国大学教授を兼務（河川工学）



可動堰は1931年完成後80年を経
過し、その役割を終えて、新しい
可動堰（400m下流に建設）にその
機能を移した。(2011年11月）
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各国の人口変化百万人
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留学生数

国費・政府派遣等

人 横浜国立大学の留学生数の推移 国別内訳
（60カ国）

中国： ４７１
韓国： １３７
ベトナム： ５３
インドネシア： １６
マレーシア： １６
バングラデシュ：１４
モンゴル： １４
ミャンマー： １３
スリランカ： ８
台湾： ６
ネパール： ６
タイ： ６
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千人 日本の留学生受入れと送出しの推移



西野文雄博士（1936-2007）
東京大学工学部土木工学科卒業
米国Lehigh大学博士課程修了Ph.D

1965年：東京大学講師、助教授、教授
1982年から東京大学大学院土木工学科で英語による大学院
留学生プログラムを開始した。その3本柱は：
１．書類選考による、渡日前での合否の決定；
２．英語による講義と論文指導；
３．奨学金制度の完備

横浜国立大学での英語による大学院教育の開始：
１．英語による国際基盤工学特別プログラム（1989年度開始）

28カ国、148名：文部科学省：工学研究院
２．インフラストラクチャー管理学修士プログラム（1995年度開始）

34カ国、126名：世界銀行（日本特別ファンドを使用）：全学プログラム
３．公共政策・租税修士プログラム（1996年度開始）

31カ国、80名：世界銀行（日本特別ファンドを使用）：経済系
４．法整備支援プログラム・法と公共政策プログラム（2001年度開始）

11カ国、85名：外務省無償基金協力：法律系
５．移行経済プログラム（2001年度開始、2011年度終了）

13カ国、50名：国際通貨基金：経営系
インドネシア政府派遣修士プログラム（1999年度開始）：毎年3名：経済系
６．インドネシアリンケージプログラム（2006年度開始）毎年2名：経済系



赤坂プリンスホテル解体現場



各国のGDPの推移
$Billion
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日本の高速道路の歴史：最近の50年

The roads of Japan are incredibly bad. 

No other industrial nation has so   completely 

neglected its highway system.

Watkins Report, The World Bank 

(Aug. 8, 1956)

日本の道路事情は信じられないくらい劣悪で、
工業国で、これほどまでに高速道路網を整備

していない国は、他に例がない。
世界銀行 ワトキンスレポート

１９５６年８月８日

出典：東日本高速道路(株）.

国道２０号線（１９５６年）

東京郊外（１９５０年代）

名神高速道路完成（１９６３年）



鉄道

高速道路

1872

新橋―横浜間開通

1963年

名神高速道路開通
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鉄道と高速道路の整備状況比較

1967年：神戸港摩耶埠頭完成

1970年：横浜港本牧埠頭完成

1971年：東京港大井埠頭完成

Source: 東日本高速道路(株）
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世界初のコンテナ船（Ideal X） 1956年4月
58個の35フィートコンテナを

Newark港からHuston港に運搬した

フルコンテナ船の日本初寄港
1967年東京港（品川埠頭）
1968年横浜港（本牧埠頭）

Over Panamax Vesselポストマナマックスコンテナ船（横浜港南本牧地区）



８．６フィート

（約２．６ｍ）

４０フィートコンテナの広さはタ
タミ１８畳分

内容量：６７ｍ３

最大積載重
量：約２７トン

４人家族４トントラッ
クの引越しなら６～７
世帯分

＜コンテナの重さ＞ 空・・・約３トン
実入りフル積載・・・約３０トン（道路を通行できる最大重量４４トン）

＜コンテナの大きさ＞

コンテナの数え方：20フィート換算（Twenty-feet Equivalent Unit: TEU）

外国貿易定期貨物の約９０％は海上コンテナで運搬。

１９５６年、米国の海運会社シーランド社アメリカ沿岸でコンテナサービスを開始。

日本には１９６７年にコンテナ船が就航。

海上輸送の主役コンテナ



宇宙開発の歴史

1955年：ペンシルロケット（糸川英夫博士）

1957年10月：スプートニク1号（ソ連）

1958年 1月：エクスプローラ1号（米国）

1961年 4月：ガガーリン大佐（ソ連）

1961年 5月：シェパード飛行士（米国）

1969年 7月：アポロ11号

アームストロング船長月面歩行

2003年 5月：はやぶさ発射

2005年 5月：イトカワ到着・観測

2010年 6月：はやぶさ帰還



【アジア主要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】

１９８０年 ２０１１年
（単位：万ＴＥＵ）

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
2,994
92

東京湾
763
135

大阪湾
475
171

釜山
1,618
63

上海
3,150
5

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：万ＴＥＵ）

2011年（上段）

1980年（下段）

[注] 外内貿を含む数字
（ ）内は2010年の順位
大阪港については2010年の取扱量出典：ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook1982

ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ September 2011、March 2012をもとに国土交通省港湾局作成

※東京湾は東京港・横浜港、
大阪湾は大阪港・神戸港。TEU (twenty-foot equivalent 

unit)：
国際標準規格（ＩＳＯ規格）の
20 フィート・コンテナを１とし、
40 フィート・コンテナを２として
計算する単位。

深圳
2,257

―

香港
2,440
146

広州
1440
―

寧波
1,469

―

青島
1302
―

アジア主要港におけるコンテナ取扱貨物

港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 195 1 (1) 上海 3,150

2 ロッテルダム 190 2 (2) シンガポール 2,994

3 香港 146 3 (3) 香港 2,440

4 神戸 146 4 (4) 深圳 2,257

5 高雄 98 5 (5) 釜山 1,618

6 シンガポール 92 6 (6) 寧波 1,469

7 サンファン 85 7 (7) 広州 1,440

8 ロングビーチ 82 8 (8) 青島 1,302

9 ハンブルク 78 9 (9) ドバイ 1,300

10 オークランド 78 10 (10) ロッテルダム 1,190

… ･

13 横浜 72 ･

… 27(25) 東京 455

16 釜山 63

… 40(36) 横浜 308

18 東京 63

･ 47(48) 名古屋 255

･

39 大阪 25 49(47) 神戸 247

※大阪港は上位50位以下のため順位不明

46 名古屋 21 - (56) 大阪 (228)



1980年以降のコンテナ取扱量の推移Million TEU
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2010年

出典：日本郵船資料より国土交通省港湾局作成

欧州 北米

13.59(8.9%)

2.98(1.9%)

13.69(9.0%)

上記以外

・その他東西航路 19.30(12.7%)
・その他南北航路 25.81(17.0%)
・欧州・北米・その他地域内 12.37(8.1%)

東アジア域内

49.40(32.5%)

○東アジア：日本、韓国、中国、台湾、ロシア、フィリピン、ベトナム、カンボジア、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア
○北米：アメリカ、カナダ
○欧州：スカンジナビア諸国、北欧州諸国、バルト３国、中東欧諸国、西地中海諸国、黒海諸国、東地中海諸国、北アフリカ諸国
○その他地域：上記以外

単位：million TEU

（ ）内はシェアを示す

合計： 152.15 million TEU

東アジア

2.60(1.7%)

5.61(3.7%) 6.82(4.5%)

世界の国際海上コンテナ荷動量



鹿島港（茨城県）

1960年 鹿島開発構想
1964年 用地買収開始
1969年 住友金属鹿島製鉄所稼働開始
1971年 鹿島石油稼働開始



バンコク港

レムチャバン港

http://portofbatam.com/about_port.htm
http://portofbatam.com/about_port.htm


タイ国：東部臨海開発計画
• 背景：１９７０年代にシャム湾で天然ガス田の発見
• 目的：

1. バンコク首都圏への工業の過度な集中の回避
2. 過疎地の振興による新たな産業基盤の整備
3. 農業中心の産業構造・輸入代替型から輸出促進型工業社会
への転換

• １９８５年：日本側はレムチャバン港開発支持、
世界銀行は反対：タイの国論を二分する論争

→閣僚委員会を設置して国としての方針案の検討を行った

• １９８５年１２月：レムチャバン港とマプタプット港の開発を含む東
部臨海開発計画が承認された。（日本案の採用）

• 経済協力総合ミッション、港湾専門家の派遣、JICA開発調査の
実施

• １６事業２７件の円借款の供与（１９８２年６月～１９９３年９月）
貸付承認総額：１，７８８億円、 実施総額：１，３３８億円



http://portofbatam.com/about_port.htm
http://portofbatam.com/about_port.htm


レムチャバン港

Laem Chabang Port



千台

Source:三菱自動車タイランド(株）
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タイ国のGDPと輸出総額の推移

US$ Billion
出典: World Bank Onlineから著者
が作成
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レムチャバン港とバンコク港のコンテナ取扱量の推移
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タイの工業団地の分布

東部臨海開発地区
（1985-1990）

日本からの援助により
開発

2010

洪水被害地域



港湾ストック量
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出典： 内閣府「日本の社会資本2007」（港湾ストック量）

5兆円を突破
（1971年）1955年

約1.3兆円

※港湾ストック量はその年までに投資された事業費から、耐用年数、デフレーターを考
慮して算出したもの

•戦後、日本の経済成長とともに、港湾の整備を着実に推進。

•これまでに投資された港湾ストックの総額は30兆円に上り、この半世紀で、港湾ストックは約20倍に。

港湾ストック量の推移

2003年
約30兆円

港湾ストック量：1.3兆円（1955年）→30兆円（2003年）

10兆円を突破
（1980年）

背 景



岸壁の整備時期と老朽化の進展

•着実なストック整備の一方で、高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行。

•港湾の基幹的役割を果たす岸壁では、建設後50年以上の施設が約5％から、20年後には約53％に急増。

•物流ネットワークを支える港湾機能の低下、改良・更新コストの増大が懸念される。

背 景
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建設後50年以上経過する岸壁数（累積）

※国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深-4.5m以深）：国土交通省港湾局調べ

母数：港湾岸壁約5000施設

2010年 2030年2020年

供用後50年以上経過する岸壁の割合

約５% 約25% 約53%

各期間に整備した岸壁数と供用後50年を経過する施設数の推移



改良・更新コストの増大
•維持修繕・改良・更新費は２００３年から２０２５年の間に２．５倍に増加し、２００３年度からの全体事業費の
伸び率を０と仮定した場合、２０２５年には、全体事業費の４８．２％を占めると予測。

•改良・更新コストの縮減、平準化が重要。

維持・修繕・更新費の割合

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

18
85

19
05

19
25

19
45

19
65

19
85

20
05

20
25

港
湾
施
設
の
事
業
費
（億
円
）

災害復旧費

新規改良費

更新費

維持補修費

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

18
85

19
05

19
25

19
45

19
65

19
85

20
05

20
25

港
湾
施
設
の
事
業
費
（億
円
）

災害復旧費

新規改良費

更新費

維持補修費

災害復旧費

新規改良費

更新費

維持補修費

災害復旧費

新規改良費

更新費

維持補修費

(単位：億円 )

2003年 2025 年

全体事業費 5,028 5,028

うち維持・修繕・
更新費 950 2,423

割 合 18.9% 48.2%

【２０２５年には現状の２．５倍との試算 】

全体事業費のみを２００７年度当初予算３，８６４億円とす
ると、維持・修繕・更新費の占める割合は６２．７％となる。

維持・修繕・更新費の割合
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2003年 2025 年

全体事業費 5,028 5,028

うち維持・修繕・
更新費 950 2,423

割 合 18.9% 48.2%

【２０２５年には現状の２．５倍との試算 】

全体事業費のみを２００７年度当初予算３，８６４億円とす
ると、維持・修繕・更新費の占める割合は６２．７％となる。

新規建設費

改良・更新費

うち、維持修繕・
改良・更新費維持修繕・改良・更新費の増大

予測

国土技術政策総合研究所資料（平成14年）より作成

維持修繕、改良・更新費の推計

背 景



港湾の施設の劣化・損傷事例
•裏込め土の吸出しによるエプロンの陥没等、劣化・損傷が進行し、大事故に繋がりかねない
事態も発生しているため、適切な維持管理による安全・安心の確保が重要。

鋼管杭の腐食の進行による杭の破断裏込め土の吸出しによるエプロンの陥没

鋼矢板の腐食により穴があ
き、裏込め土吸出し

鉄筋の腐食によるコンクリートの剥離

岸壁の劣化・損傷の代表的事例

港湾の施設は、塩害などの厳しい沿岸環境下におかれること、さらに、海中部に施設があり、目視等により容易に劣化・損傷が
発見されにくいことから、大規模な施設の破壊につながる可能性がある。

背 景



▲ ひび割れに樹脂を充填 ▲ 増厚工法による補強

▲ 水中溶接による電気防食の施工 ▲ 鋼管杭を鋼板で補強

▲ 床版の打ち替え

軽微な劣化
（維持工事による対応）

重度な劣化
（改良工事による対応）

上
部
工

下
部
工

▲ ペトロラタムによる表面被覆

維持工事の事例（桟橋式岸壁の事例）



中央自動車道 笹子トンネル天井崩落事故 2012.12.02

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%AC%B9%E5%AD%90%E3%83%88%E3%83%B3%E3%83%8D%E3%83%AB+%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%88&source=images&cd=&cad=rja&docid=gI6rmxgVLI0ejM&tbnid=oKuxCL9HAImvbM:&ved=0CAUQjRw&url=http%3A%2F%2F24621953.at.webry.info%2F201212%2Farticle_1.html&ei=C44mUaKpDeTAmQXjtYC4CQ&bvm=bv.42661473,d.dGY&psig=AFQjCNEufiH2CeMWGqZrHihgsTkOVv5FBw&ust=1361567552008221
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E7%AC%B9%E5%AD%90%E3%83%88%E3%83%B3%E3%83%8D%E3%83%AB+%E3%83%9C%E3%83%AB%E3%83%88&source=images&cd=&cad=rja&docid=Mmb69HJH0-NoNM&tbnid=hhZAs97__87mlM:&ved=0CAUQjRw&url=http%3A%2F%2Fmatomelog.ldblog.jp%2Farchives%2F20675642.html&ei=d44mUeOIC8PkmAWv2oDgDQ&bvm=bv.42661473,d.dGY&psig=AFQjCNEufiH2CeMWGqZrHihgsTkOVv5FBw&ust=1361567552008221
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Sasago_Tunnel(Ch%C5%AB%C5%8D_Expwy)_3D_model_2.png


ベトナム：ホーチミン市沈埋トンネルホーチミン沈埋トンネル(ベトナム)



カントー橋(ベトナム)

http://img.blogs.yahoo.co.jp/ybi/1/2b/6b/nhatanhj1/folder/242641/img_242641_52267651_2?1190905579
http://img.blogs.yahoo.co.jp/ybi/1/a7/6e/srfch485/folder/1508733/img_1508733_49747890_0?1190902087


ベトナムハノイでのJICA研修員同窓会設立
港湾開発・管理セミナー（2012年12月）


